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図表 1 と図表 2 は，所有制別による上場会社の
株式所有構造である。図表 1 は，国有資本参加の
上場会社 120 社の大株主の株式所有構造で，図表
2 は，非国有資本参加の上場会社 120 社の大株主
の株式所有構造である。
図表 1　 上場会社 120社の大株主の株式所有構造（国
有資本参加企業）
　
平均値 中央値 標準偏差値 最大値 最小値
筆頭株主 37.91 37.18 16.30 83.74 8.11
第 2 株主 7.12 4.25 7.27 30.84 0.20
第 3 株主 2.85 1.75 2.98 13.46 0.16
第 4 株主 1.66 1.18 1.66 7.63 0.13






造業 61 社，不動産業 14 社，サービス業 11 社，運
送業 6 社，建設業 5 社，情報・通信業 5 社，娯楽業
3 社，鉱業 2 社，卸・小売業 1 社，観光業 1 社，農林・
水産業 1 社，その他 10 社である。）
図表 2　 上場会社 120社の大株主の株式所有構造（非
国有資本参加企業）
平均値 中央値 標準偏差値 最大値 最小値
筆頭株主 31.36 27.68 16.57 79.57 6.69
第 2 株主 5.43 3.15 5.78 28.18 0.21
第 3 株主 2.84 1.62 3.28 17.06 0.15
第 4 株主 1.79 1.12 2.09 13.54 0.13







造業 60 社，卸・小売業 20 社，不動産業 18 社，サ
ービス業 8 社，情報・通信業 7 社，運送業 3 社，建
設業 2 社，観光・飲食業 1 社，鉱業 1 社である。）









37.91％で，第 2 株主の平均値 7.12％とかなりか
け離れていることが分かる。筆頭株主単独の株式
所有は，第 2 株主から第 5 株主の株式所有合計よ
















図表 3 は，国有資本参加の上場会社 120 社にお





国有株が 50％以上を占める会社は 28 社で，全体
























国家株 0 1 4 3 5 6 3 1 0 23 43.80
国有法人 1 0 8 11 21 9 13 6 1 70 40.43
その他 0 0 0 1 2 5 13 5 1 27 26.35
合計 1 1 12 15 28 20 29 12 2 120
第 2
株主
国家株 0 0 0 0 0 0 0 3 1 4 13.01
国有法人 0 0 0 0 0 0 6 6 40 52 7.67
その他 0 0 0 0 0 2 1 11 50 64 6.30
合計 0 0 0 0 0 2 7 20 91 120
第 3
株主
国家株 0 0 0 0 0 0 0 0 2 2 5.58
国有法人 0 0 0 0 0 0 0 3 27 30 4.25
その他 0 0 0 0 0 0 0 2 86 88 2.31
合計 0 0 0 0 0 0 0 5 115 120
第 4
株主
国家株 0 0 0 0 0 0 0 0 1 1 1.96
国有法人 0 0 0 0 0 0 0 0 23 23 3.53
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 96 96 1.21
合計 0 0 0 0 0 0 0 0 120 120
第 5
株主
国家株 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
国有法人 0 0 0 0 0 0 0 0 19 19 1.28
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 101 101 1.15
合計 0 0 0 0 0 0 0 0 120 120
注：1） 第 2 株主において，1 社の株主属性の「その他」30.00％は「40％～ 30％」にカウントされている。第 3 株主に
おいて，1 社の株主属性の「その他」10.00％は「20％～ 10％」にカウントされている。
2）小数点 2 位未満四捨五入
























5 大株主の状況の具体的構成をみたのが図表 4 で
ある。図表 4 で示されているように，非国有資本
参加の上場会社 120 社のうち，筆頭株主の持株比
率が最も多いのは 30％～ 20％で 39 社，その次
に 20 ～ 10％で 24 社である。つまり，半数以上
の会社の筆頭株主の持株比率は 30％～ 10％であ
る。一方，筆頭株主の持株比率が 50％以上であ
る会社は 16 社で，全体の 13.33％である。
国有資本参加の上場会社においては，筆頭株主























































筆頭株主 0 4 5 7 18 16 39 24 7 120
第 2 株主 0 0 0 0 0 0 5 18 97 120
第 3 株主 0 0 0 0 0 0 0 7 113 120
第 4 株主 0 0 0 0 0 0 0 2 118 120
第 5 株主 0 0 0 0 0 0 0 0 120 120






















































第 2 株主関係者 5 4.17
第 4 株主 経営陣 1 0.83
第 5 株主 経営陣 1 0.83










・ 1 名は筆頭株主の経営陣であると同時に，第 4 株
主の経営陣にも在籍している（筆頭株主にカウン
ト）。
・ 1 名は筆頭株主の経営陣であると同時に，第 2 株
主の経営陣にも在籍している（筆頭株主にカウン
ト）。







































































第 2 株主 経営陣 1 0.83
個人 1 0.83
第 2 株主関係者 2 1.67
第 3 株主 経営陣 1 0.83個人 2 1.67
第 3 株主関係者 3 2.5
第 4 株主 経営陣 1 0.83





注：1）図表 5 の 1）と同様
2） 1 名は筆頭株主の経営陣であると同時に，筆頭株



















































加企業の社内取締役は筆頭株主，第 2 株主，第 3





































第 2 株主関係者合計 38 6.10




第 3 株主関係者合計 14 2.27
第 4 株主 経営陣 3 0.49
経営陣・党の幹部 2 0.32
その他 1 0.16
第 4 株主関係者合計 6 0.97
第 5 株主 経営陣 2 0.32
その他 1 0.16
第 5 株主関係者合計 3 0.49
第 6 株主 経営陣 3 0.49
第 7 株主 幹部 1 0.16
第 10 株主 経営陣 1 0.16
その他 1 0.16





















・ 1 名は筆頭株主の経営陣であると同時に，第 2 株
主の幹部でもある。ここでは筆頭株主の経営陣に
カウントしている。
・ 2 名は筆頭株主の経営陣であると同時に，第 2 株
主の経営陣でもある。ここでは筆頭株主の経営陣
にカウントしている。
・ 1 名は筆頭株主の経営陣であると同時に，第 3 株
主の経営陣でもある。ここでは筆頭株主の経営陣
にカウントしている。
・ 1 名は筆頭株主に在籍していると同時に，第 7 株
主の経営陣・党の幹部でもある。ここでは筆頭株
主のその他にカウントしている。
・ 1 名は第 2 株主，第 3 株主，第 4 株主の経営陣に
在籍しているが，第 2 株主の経営陣にカウントし
ている。
・ 第 3 株主の親会社の経営陣から派遣されている取



















第 2 株主 経営陣 13 2.46個人 2 0.38






第 3 株主関係者 14 2.65
第 4 株主 経営陣 3 0.57個人 2 0.38
第 4 株主関係者合計 5 0.95
第 5 株主 経営陣 1 0.19個人 2 0.38
第 5 株主関係者合計 3 0.57
第 6 株主 経営陣 2 0.38幹部 1 0.19
第 6 株主関係者 3 0.57
第 7 株主 個人 1 0.19
第 8 株主 個人 1 0.19
第 9 株主 経営陣 1 0.19個人 2 0.38
第 9 株主関係者 3 0.57

















・ 1 名は筆頭株主の経営陣であると同時に，第 3 株
主（個人）でもある。ここでは筆頭株主の経営陣
にカウントしている。

















・ 1 名は第 3 株主の経営陣であると同時に，第 6 株
主（個人）でもある。ここでは，第 3 株主の経営
陣にカウントしている。
・ 1 名は第 3 株主の親会社の経営陣であるが，第 3
株主の経営陣にカウントしている。
・ 2 名は第 3 株主の親会社の経営陣・党の幹部であ
るが，ここでは，第 3 株主の経営陣・党の幹部に
カウントしている。
・ 1 名は第 5 株主の経営陣であると同時に，第 7 株
主（個人）でもある。ここでは，第 5 株主の経営
陣にカウントしている。カウントしている。















は筆頭株主，第 2 株主，第 3 株主，第 4 株主，第




役は社内取締役全体の 32.20％で，第 2 株主から























































があると思われる人数は 24 名で，全体の 3.26％
である。大株主と関わりがないと思われる人数は
75 名で，全体の 10.16％である（図表 9 を参照）。
総経理を兼務する取締役と関わりがあると思われ









われる人数は 45 名で，全体の 6.10％である。副
総経理を兼務する取締役と関わりがあると思われ
中国の上場会社における大株主の影響力に関する考察 431













と思われる取締役は筆頭株主，第 2 株主，第 3 株











第 2 株主 2 0.27





























第 2 株主 2 0.31
第 3 株主 2 0.31
第 4 株主 2 0.31
第 5 株主 1 0.15








第 2 株主 3 0.46
第 3 株主 1 0.15







注：1）図表 9 の 1）と同様
2） 1 名は筆頭株主と関わりがあると同時に，第 3 株
主とも関わりがある。ここでは筆頭株主にカウン
トしている。











わりがある大株主は筆頭株主，第 2 株主，第 3 株
主，第 4 株主である。大株主と関わりがあると思











































































第 2 株主 1 0.83
第 3 株主 1 0.83










































図表 13 は，国有資本参加の上場企業 120 社に
おける代表監査役と大株主との関連性を表したも
のである。大株主と関わりがあると思われる代表
監査役の人数は 66 名で，全体の 56.90％を占めて
いる。つまり，半数以上の代表監査役は大株主か
らの派遣と思われる。その大株主には，筆頭株主




























第 2 株主関係者 4 3.45
第 3 株主 幹部 1 0.86
第 4 株主 党の幹部 1 0.86
第 5 株主 経営陣 1 0.86











































第 2 株主 経営陣 2 1.80
第 3 株主 経営陣 1 0.90不明 1 0.90
第 3 株主関係者 2 1.80






注：1）図表 13 の 2）と同様































































118 名で，全体の 31.89％を占めている。3 割強の
監査役は大株主の関りがあると思われる。関りが
あると思われる大株主には，筆頭株主，第 2 株主，












大株主 大株主における職務 人数 代表監査役全体に占める割合（％）








第 2 株主 経営陣 4 1.08
幹部 5 1.35
第 2 株主関係者 9 2.43
第 3 株主 経営陣 1 0.27
経営陣・党の幹部 1 0.27
幹部 2 0.54
第 3 株主関係者 4 1.08
第 4 株主 経営陣 2 0.54
幹部 1 0.27
第 4 株主関係者 3 0.81
第 5 株主 経営陣 1 0.27
第 6 株主 経営陣 2 0.54
第 7 株主 経営陣・党の幹部 1 0.27















































第 2 株主 経営陣 3 0.95
第 4 株主 個人 1 0.32
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